
1 　重要な会計方針

⑴　有価証券の評価基準及び評価方法

⑷　引当金の計上基準

⑸　キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

⑹　消費税等の会計処理

　　賞与引当金　…　職員に対する賞与の支給に備えるため、当期に帰属する期間の支給見込額を計上し

　　　　　　　　　ている。

　　退職給付引当金　…　職員に対する退職給付金の支給に備えるため、退職手当支給規程に基づく自己

　　　　　　　　　　　都合による期末要支給額を計上している。

　　キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲には、現金及び現金同等物を含めている。

　　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。

　　長期前払費用(遮水シート費）　…　生産高比例法

財務諸表に対する注記

　　満期保有目的債券　…　償却原価法

⑵  棚卸資産の評価基準及び評価方法

　　貯蔵品　…　最終仕入原価法

⑶　固定資産の減価償却の方法

　　建物　…　定額法

　　建物附属設備・構築物　…　定額法

　　　　　　　　　　　　　　　ただし、平成28年3月31日以前の取得については定率法

　　機械装置・車両運搬具・什器備品　…　定率法

　　ソフトウェア　…　定額法

　　長期前払費用(公共施設負担金）　…　定額法
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科 目

投 資 有 価 証 券 148,345,988 15,475 0 148,361,463

定 期 預 金 2,191,483 0 0 2,191,483

小　　　　　　　　計 150,537,471 15,475 0 150,552,946

退 職 給 付 引 当 資 産 114,710,281 8,373,497 0 123,083,778

特 定 災 害 防 止 準 備 資 産 1,768,100,000 34,000,000 0 1,802,100,000

維 持 管 理 積 立 資 産 1,599,207,000 145,383,000 0 1,744,590,000

埋 立 維 持 管 理 積 立 資 産 3,113,286,243 548,347,132 0 3,661,633,375

施 設 整 備 積 立 資 産 2,020,492,721 52,137 87,200,000 1,933,344,858

小　　　　　　　　計 8,615,796,245 736,155,766 87,200,000 9,264,752,011

8,766,333,716 736,171,241 87,200,000 9,415,304,957

・基本財産

・特定資産
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科 目

投 資 有 価 証 券 148,361,463 ( 49,953,000 ) ( 98,408,463 ) ( － )

定 期 預 金 2,191,483 ( 96,452 ) ( 2,095,031 ) ( － )

小　　　　　　　　計 150,552,946 ( 50,049,452 ) ( 100,503,494 ) ( － )

退 職 給 付 引 当 資 産 123,083,778 ( 0 ) ( 0 ) ( 123,083,778 )

特 定 災 害 防 止 準 備 資 産 1,802,100,000 ( 0 ) ( 505,492 ) ( 1,801,594,508 )

維 持 管 理 積 立 資 産 1,744,590,000 ( 0 ) ( 0 ) ( 1,744,590,000 )

埋 立 維 持 管 理 積 立 資 産 3,661,633,375 ( 0 ) ( 0 ) ( 3,661,633,375 )

施 設 整 備 積 立 資 産 1,933,344,858 ( 0 ) ( 1,933,344,858 ) ( 0 )

小　　　　　　　　計 9,264,752,011 ( 0 ) ( 1,933,850,350 ) ( 7,330,901,661 )

9,415,304,957 ( 50,049,452 ) ( 2,034,353,844 ) ( 7,330,901,661 )
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　該当なし。

基　本　財　産

特　定　資　産

合　　　　　　　計

  担保に供している資産

　　　埋立維持管理積立資産　347,132円
　　　施設整備積立資産　　   52,137円

  基本財産及び特定資産の財源等の内訳

　基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。    （単位：円）

当期末残高
（うち指定正味財
産からの充当額）

（うち一般正味財
産からの充当額）

（うち負債に
対応する額）

　　　退職給付引当資産　　　 12,800円

前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

基　本　財　産

特　定　資　産

合　　　　　　　計

(注1) 特定災害防止準備資産、維持管理積立資産、埋立維持管理積立資産は、埋立終了後の維持管理費用を

   積立している。

(注2）当期増加額には、償却原価法による増加額が含まれている。

　　　投資有価証券 　　　　  15,475円

　基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。    （単位：円）

　基本財産及び特定資産の増減額及びその残高
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6   保証債務等の偶発債務
  該当なし。
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（単位：円）

第10国債

第138回国債

第230回
日本高速道路政府保証債

第131回
共同発行市場公募地方債

第15回北海道公募公債

第203回神奈川県公募公債

第30回横浜市公募公債

第357回大阪府公募公債

第380回大阪府公募公債

第381回大阪府公募公債

第393回大阪府公募公債

第399回大阪府公募公債

第19回兵庫県公募公債

第29回兵庫県公募公債

第33回1号宮城県公募公債

第474回東北電力社債

第476回東北電力社債

第481回東北電力社債

第482回東北電力社債

第485回東北電力社債

第495回東北電力社債

第498回関西電力社債

第443回九州電力社債

合          計 2,764,301,831 2,871,318,237 107,016,406

100,000,000 100,750,000 750,000

200,000,000 199,910,000 △ 90,000

200,000,000 198,380,000 △ 1,620,000

150,000,000 150,130,000 130,000

100,000,000 103,580,000 3,580,000

100,000,000 100,560,000 560,000

50,000,000 50,200,000 200,000

200,000,000 203,690,000 3,690,000

100,000,000 100,020,000 20,000

事業債

49,953,000 58,160,500 8,207,500

100,000,000 97,350,000 △ 2,650,000

100,000,000 102,544,000 2,544,000

99,820,800 102,950,000 3,129,200

100,000,000 104,020,000 4,020,000

99,798,166 103,600,000 3,801,834

100,000,000 114,493,000 14,493,000

99,846,625 103,570,000 3,723,375

199,895,000 206,960,000 7,065,000

100,000,000 103,510,000 3,510,000

市場公募地方債

199,487,833 207,042,000 7,554,167

政府保証債

99,848,000 113,760,000 13,912,000

197,213,269 224,360,000 27,146,731

18,439,138 21,778,737 3,339,599

種 類 及 び 銘 柄 帳　簿　価　額 時　　　　　価 評　価　損　益

国    債

合              計 6,252,404,351 4,810,248,812 1,442,155,539

　満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

　満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は、次のとおりである。

長期前払費用(遮水シート費） 1,266,947,001 519,608,774 747,338,227

長期前払費用(公共施設負担金） 10,161,000 5,983,083 4,177,917

什 器 備 品 34,226,983 21,817,864 12,409,119

ソフトウェア 18,582,400 9,459,384 9,123,016

機 械 装 置 1,022,123,102 887,363,439 134,759,663

車 両 運 搬 具 37,592,906 37,140,316 452,590

建      物 179,301,610 104,499,608 74,802,002

構  築  物 3,683,469,349 3,224,376,344 459,093,005

　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。 　　　　　 （単位：円）

科　　　　　　目 取　 得　 価　 格 減 価 償 却 累 計 額 当　期　末　残　高
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（単位：円）

基本財産

9

（単位：円）

10   関連当事者との取引の内容
　該当なし。

11

（単位：円）

現金預金勘定 現金預金勘定

現金及び現金同等物 現金及び現金同等物

（単位：円）

12 　重要な後発事象

　重要な後発事象はない。

94,460,830 116,553,843

（2）重要な非資金取引は、以下のとおりである。

前期末 当期末

0 0

127,238,247 126,742,853
預金期間が3ヶ月を超える定期預金 △ 32,777,417 預金期間が3ヶ月を超える定期預金 △ 10,189,010

合         計 785,000

  キャッシュ・フロー計算書の資金の範囲

（1）現金及び同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている金額との関係は以下のとおりである。

前期末 当期末

経常収益への振替

　第19回兵庫県公募公債の

　利息の運転資金充当額 785,000

　指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳
　指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は、次のとおりである。

内          容 金　　　　　額

788,000 785,000 50,049,452

合          計 50,046,452 788,000 785,000 50,049,452

貸借対照表上
の記載区分

出捐金等

指定正味財産宮城県 50,046,452

補助金等の名称 交　付　者 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

  補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高

　補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。


